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要　旨
【研究目的】
　東日本大震災後の応急仮設住宅に暮らす住民に対して，看護職が実施したアウトリーチの実態と住
民の健康状態の変化を調べ，今後想定される大規模災害発生後の看護職による長期的な支援活動に資
するための基礎資料とする．
【研究方法】
　被災地A市の応急仮設住宅に暮らす住民1,669名と看護職によるアウトリーチを研究対象とした．看
護職が判断した住民個々の健康上の課題と住民の健康状態について，支援開始時と18か月後を比較す
ることによりその変化を捉えた．その結果から被災住民への看護職によるアウトリーチのあり方を考
察する．
【結果】
　看護職が継続して１か月以上支援した住民は39.2％でそのうち72.5％の住民には12か月以上支援し
ていた．看護職は安否確認・持病の有無とその状況・受診勧奨・服薬管理など顕在する健康上の課題
を把握し，３か月以内に約８割が解決されていた．しかし自殺企図・家庭内不和・アルコール依存症
など潜在的課題は18か月後も約８割が未解決であった．また18か月後の時点で住民の日常生活上の課
題は７割以上が安定したが，「健康悪化の予防」の達成率は３割未満と低く，各課題の安定には差が
見られた．
【考察】
　被災住民には，生活環境の急激な悪化から持病が急速に悪化したり新たな病気に罹患する危険性が
ある．このような潜在する健康悪化のリスクに早期に気づき対処できる技術を磨き，多職種チームで
課題解決に臨む態勢を整備することが支援の強化と有効な結果につながると考える．
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Ⅰ．は じ め に
　2011年３月11日未曾有の大震災が東日本に発生
し，岩手，宮城，福島３県とその周辺に甚大な被
害を及ぼした．災害関連死者数は3,331人とされ
その数は毎年増加している１）．
　東日本大震災の被災地となったA市の応急仮設
住宅（以下仮設と略す）に暮らす住民を対象に，
筆者らが所属する公益財団法人日本訪問看護財団
（以下財団とする）とＡ市保健センターは連携し
て，看護職による訪問支援・健康相談・健康教育
などのアウトリーチを行っている．被災地におけ
る看護職による支援活動に関する報告は多いが，
災害サイクルの復興期に看護職が長期に渡って支
援した内容の詳細を記した実践報告は少ない．そ
こで今後の長期的な被災地支援活動の参考となる
よう，この活動から得られたデータを整理して報
告したいと考えた．	
Ⅱ．研 究 目 的
　東日本大震災の被災地であるA市の仮設に暮ら
す住民に対して18か月間実施した看護職によるア
ウトリーチの実際と，その間の住民の健康状態の
変化を調べる．そして今後，災害発生時の長期に
亘る健康支援活動に資するための基礎資料とする．
Ⅲ．用語の定義
【アウトリーチ】本研究では，地域で暮らす人々
の健康面における顕在・潜在的なニーズを見出し，
住民の生活の場に出向いて健康面から専門的な看
護サービスを意図的に提供する活動と定義する．
【看護上の課題】アウトリーチを実践する際，看
護職が住民のニーズと判断した事柄のうち，看護
職によって解決できると判断した問題点（ネガ
ティブな表現）と，達成できると判断した課題
（ポジティブな表現）の両方どちらも「看護上の
課題」と定義する．
【面会】看護職と住民が直接顔を合わせ会話する
場面をもつこと．家庭訪問・健康相談などの手段
や面会時間の長短は問わず，数分の会話から１時
間以上の家庭訪問までを含む．
Ⅳ．研 究 方 法
１．調査対象
　既述の通り，財団の看護職員はＡ市保健セン
ターと連携し2011年５月初めからアウトリーチを
実施している．18か月以上に渡り継続して直接関
わり詳細も把握できている活動として，看護職で
ある筆者らが行っているＡ市仮設住民へのアウト
リーチを研究対象に選定した．具体的な調査対象
は，①A市内全８か所のうち調査時点（2012年10
月末日）までに財団看護職が把握した６か所の仮
設住民全数1,669名②住民に対して実施した看護
職によるアウトリーチのうち，集団でなく個別に
対応した看護職によるアウトリーチ（家庭訪問，
個別の健康相談・健康教育等の活動を指す）の２
つを調査対象とした．
２．対象としたアウトリーチ実施期間
　2011年５月～2012年10月末日（18か月）
３．調査方法
　本研究のために作成した健康支援実態調査票に，
対象者1,669名に関する記録類から確認できる情
報について個人が特定されないように記号化して
転記したものを，本調査研究のデータとした．転
記の際に活用した記録は，看護職員が作成した①
世帯別の健康調査票②健康相談来所時に記録して
いる健康相談票③家庭訪問や健康相談時に記録し
ている看護記録④全住民の情報を適宜更新して記
録する住民台帳の４種である．１名につき１枚の
健康支援実態調査票を用意し，調査項目毎にその
内容を４種の記録から抽出して転記した．看護職
員の勤務時間（平日９時～17時）に直接会えない
就労者や学生も多数あり，それら住民の情報は家
族や近隣住民から聞き取っている内容を転記し，
不明な項目は空欄（無回答）とした．氏名・性別
以外は不明という人も多く，集計上「無回答」が
多い結果もある．主な調査項目は①基本情報（年
齢，性別，家族構成，持病，服薬状況，要介護度
など）②看護師が初回面会時に判断した看護上の
課題③初回面会時に判断した看護上の課題と，そ
の課題が安定（問題解決または課題達成したとい
う意味）と判断された時期④看護師の支援内容⑤
看護師の面会頻度等である．
４．分析方法
１	）転記を終えた健康支援実態調査票の項目ごと
に，記述統計を行う．
２	）看護職員が住民との初回面会時に判断した
「看護上の課題」が安定したかという視点から
18か月の経過を分析し，「看護上の課題」別に
住民の健康状態の変化を捉える．
Ⅴ．倫理的配慮
　本研究は，仮設住民の健康支援活動を財団に委
託しているＡ市長の許可および日本訪問看護財団
研究倫理委員会の承認を得て実施した．データ化
のための転記作業は，財団看護職員のみが事務所
内に限定して記録類を閲覧し作業を行った．1,669
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枚の調査票は全て記号化し個人が特定できないよ
う配慮した．分析は外部に委託したが，記号と個
人と連結できない状態でデータの受け渡しを行っ
た．
Ⅵ．結　　　果
１	．研究対象である「財団の看護職による被災地
支援活動」の背景
１）活動組織の概要と活動開始までの経過
　財団は，訪問看護活動の推進・発展を目的に活
動する看護職等の団体であるが，発災直後に被災
地支援活動実施を理事会で決定した．2011年度は
公益財団法人日本財団からの補助金を得て現地に
事務所を構えた．有償ボランティアとなる看護職
を集め，Ａ市保健センター長と共に仮設の自治会
を訪ねて活動目的を伝え，活動の了解を得た．各
仮設の自治会長名で全戸に活動のお知らせと健康
調査票を配布・回収し，記載内容から得た情報を
元に独自に住民台帳を作成して，その内容を適宜
更新しつつ活動した．活動に携わる看護職は，医
療機関での病状管理や投薬，療養上の世話業務の
経験のある退職看護師や休職中の看護職（准看護
師を含む）が主であった．当初は４名で活動を開
始したが，３か月目以降は６名に増加し定着した．
主な活動はＡ市内６か所の仮設に暮らす住民を対
象に，健康管理を主目的とした利用料無料の家庭
訪問・健康相談・健康教育等である．2012年度以
降，Ａ市が仮設住宅健康推進事業を財団に委託し，
この活動はＡ市の委託事業となった．活動資金は
県の復興予算から拠出され，住民と支援者間に契
約関係はない．この事業は2016年現在も継続中だ
が，本研究は活動開始から18か月後の時点までの
結果である．
２）Ａ市の概要
　被災前の人口は約72,000人の市で，高齢化率は
全国平均より低い．主な産業は農業・漁業・サー
ビス業で，政令指定都市に隣接する．被災により
約1,000人が亡くなった．発災時は，産休中の市
保健師が複数人いた．市内に総合病院はなく，訪
問看護ステーションは４か所あるが，仮設のアウ
トリーチに携わる余力はないのが実情であった．
２．調査対象となった住民の概要
　住民1,669名のうち37.8％には，18か月間一度も
面会していない．就労・就学により，看護職員の
活動時間に不在であるのが主な理由である．初回
面会時に問題ないと看護職が判断しその後会って
いない住民は23％で，初回に再面会を要すると判
断し２回以上面会したのは全住民の39.2％にあた
る654名であった．住民の男女比は１：１で60代
が最も多く４割が60歳以上で，単身世帯，高齢者
のみ世帯はそれぞれ１割であった．持病のない人
が25.8％，高血圧が20.8％，関節痛7.1％，糖尿病
と心疾患が共に6.4％であった．介護を要する人
は3.2％でその７割を移動介助が占めていた．調
査時点で受診中の人は38.4％であり，高齢になる
ほど受診率は高かった．60歳以上の単身世帯では，
被災後に死別し単身となった人が24.6％（118名
中29名）と60歳未満（12.5％）に比べ約２倍に
上った．
３．看護職員によるアウトリーチの概要
１）対象者数とアウトリーチの頻度
　看護職員が継続して関わってきた支援期間（看
護職員が面会を継続すべきと判断している期間を
指す．面会頻度は毎日から２か月に１回までの幅
があり，その頻度や１回あたりの面会時間は問わ
ない）が１か月以上の住民は618名であった．支
援開始から18か月後の時点において，支援期間は
平均13.2か月で15か月（31.1％）が最も多く，次
に16か月（20.1％）で年齢，性別の差はなかった．
12か月以上の支援期間を要した住民は618名中448
名（72.5％）に上った．面会頻度は１か月あたり
平均1.4回で，月１回未満が40.4％と最も多く，月
に１～２回が37.6％であった．
２	）初回面会時に看護職員が判断した看護上の課
題と，課題別の安定率
　看護職員はまず住民の安否を確認した後，持病
の有無と自己管理・服薬状況を確認していた．そ
して把握した情報から，潜在している健康悪化リ
スク，受診の必要性，自己管理及び介護能力の不
足等の課題を捉えた．逆に引きこもり，家庭内不
和や虐待，アルコール依存，自殺企図のリスクに
ついては，初回から課題と捉える件数は少なかっ
た（図１）．18か月後には，安否，服薬，受診，
自己管理，引きこもり，ADL，精神状態の順に
当初の課題は安定したと判断された．しかし自殺
企図や家庭内不和，虐待，自己管理・介護力の不
足，アルコール依存症の安定率は50％以下であり，
潜在的な健康悪化の予防的対応つまり健康悪化の
リスク回避は28. ４％と最も低かった（図２）．安
定までに要した期間を課題別に見ると，安否・受
診・服薬管理の確認とADLは１か月以内であっ
たが，家庭内不和・虐待，アルコール依存，引き
こもり，精神不安定等には４か月以上を要し，自
殺企図は少数だが全員が４か月以上であった（図
３）．看護職員が行った支援内容は図４の通りで，
連携する多職種は複数に及んでいた（図４）．
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Ⅵ．考　　　察
１．解決が困難な課題
　看護職員は，初回面会時に持病等の健康管理，
受診や服薬等医療的管理についてアセスメントし
早期に対処していた．その結果，18か月後の時点
では，受診や持病の自己管理，服薬など顕在的な
疾患管理の課題は６割以上，食事・清潔・排泄等
ＡＤＬの支援は５～６割が安定した．しかし精神
疾患，アルコール依存，自殺企図，精神面の課題
については，初回に気づくことが難しく解決も困
難であった．また初回面会時に，看護上の課題と
して「潜在的な健康悪化の予防的対応」つまり看
護師が，住民自身が気づいていない健康悪化のリ
スクがあると判断した住民は，全体の35.2％で
あった．18か月後に「予防的な対応ができ課題が
安定した」と判断された割合はそのうちの28.4％
で，看護上の課題15項目の中で最も安定率が低
かった．早期に悪化を予測し予防の必要性を認識
しても，住民が訪問や受診を拒み生活習慣を変え
ないなど困難な要因が推測できる．また自己管理
能力や介護力の不足が明白でも，サービス利用や
支援を拒み生活を変えようとしない実態もあると
考える．
２	．応急仮設住宅に暮らす住民へのアウトリーチ
の課題
　病院勤務経験のある看護職は，顕在する疾患・
服薬管理や日常生活支援には長けており，課題の
安定は早かった．しかし仮設入居当初は，生活を
立て直すのに困難が伴い，ストレスの蓄積から持
病に加え新たな病気に罹患する住民もある．また
失望感の大きい高齢者は他者との交流も滞りがち
になり，孤独死という結果も起こり得る２）．この
ように生活や精神状態の不安定さが多くの住民に
潜在し，それが長期になると健康状態悪化の引き
金になるが，そのリスクに気づくのには時間を要
していた．住民の苦悩には環境，人間関係，経済
状態なども複雑に絡む．仮設住民を支援する上で
は，顕在する疾患管理はもとより潜在する様々な
リスクの可能性を常時意識しながら，早期に気づ
き対処できる技術が重要である．また他職種，他
機関の存在と役割を認識して，活動の初期から連
携体制を組み，多職種チームで課題に取り組む態
勢整備が支援者の急務であり，有効な結果にもつ
ながると考える．
　本研究には，申告すべき利益相反状態はない．
また被災した一市での活動のみを対象としている
ため，この結果を安易に普遍化することはできな
い．本研究は，平成24年度厚生労働省老人保健健
康増進等事業３）の一部である．
【引用・参考文献】
１）復興庁：東日本大震災における震災関連死の
死者数（都道府県・年齢別）（平成27年３月31
日 現 在 ），http://www.reconstruction.go.jp/
topics/main-cat2/sub-cat2-6/20140526131634.
html.（2015年９月21日アクセス）
２）小原真理子：復興期における看護の役割．小
原真理子，酒井明子（編），災害看護．改定２
版，南山堂，162，2012．
３）公益財団法人日本訪問看護財団：被災地の応
急仮設住宅に暮らす高齢者の健康支援の実態調
査及びガイドライン作成事業報告書．平成24年
度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金（老
人保健健康増進等事業），2013.
千葉大学大学院看護学研究科紀要　第38号
－80－
